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議
会
に
は
、
総
務
、
教
育
民
生
、
産
業
建
設
の
三
常

任
委
員
会
が
あ
り
、
毎
年
町
の
事
務
・
事
業
の
調
査
や

提
言
活
動
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
本
年
度
の
所
管
事
務

調
査
が
こ
の
ほ
ど
終
了
し
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
先
進
地

に
出
向
い
て
の
町
外
調
査
の
概
要
を
お
伝
え
し
ま
す
。

総
務
常
任
委
員
会
（
川
村
敬

一
委
員
長
・
委
員
五
人
）
の
町

外
調
査
は
十
一
月
一
日
と
二
日

に
行
わ
れ
「
自
主
防
災
組
織
の

形
成
・
育
成
を
主
と
し
た
総
合

的
な
防
災
行
政
の
具
体
的
な
取

り
組
み
状
況
」
を
テ
ー
マ
に
青

森
県
青
森
市
を
訪
ね
ま
し
た
。

●
青
森
市

訓
練
に
も
工
夫
が
必
要

青
森
市
（
人
口
二
十
九
万
七

千
人
）
で
は
、
昨
年
四
月
、
庁

内
に
「
危
機
管
理
室
」
を
設
置

し
、
テ
ロ
・
防
災
・
自
然
災
害

を
主
に
、
市
民
を
災
害
か
ら
保

護
す
る
こ
と
を
市
の
責
務
と
し

て
取
り
組
ん
で
い
ま
し
た
。

防
災
意
識
の
高
揚
の
取
り
組

み
と
し
て
、
道
路
寸
断
を
想
定

し
た
抜
き
打
ち
の
職
員
参
集
訓

練
や
災
害
時
に
地
区
に
不
在
の

大
人
を
カ
バ
ー
す
る
た
め
の
試

み
と
し
て
、
平
日
の
日
中
に
中

学
生
参
加
の
訓
練
も
実
施
し
て

い
る
と
の
こ
と
で
し
た
。

自
主
防
災
組
織
の
組
織
率
は

十
四
・
三
％
と
低
い
が
、
結
成

さ
れ
た
町
会
（
町
内
会
）
は
市

か
ら
支
給
さ
れ
た
防
災
資
機
材

な
ど
の
活
用
や
救
急
救
命
・
応

急
手
当
な
ど
の
訓
練
に
積
極
的

に
取
り
組
ん
で
い
る
と
の
こ
と

で
し
た
。

住
民
に
「
自
分
の
身
は
、
自

分
で
守
る
」「
自
分
た
ち
の
ま

ち
は
、
自
分
た
ち
で
守
る
」
と

い
っ
た
意
識
を
い
か
に
し
て
高

め
て
い
く
か
が
大
事
で
あ
る
か

を
学
ん
だ
研
修
で
し
た
。

教
育
民
生
常
任
委
員
会
（
吉

川
淑
子
委
員
長
・
委
員
六
人
）

の
町
外
調
査
は
十
一
月
九
日
に
、

「
学
校
給
食
」
を
テ
ー
マ
に
川

井
村
を
、「
子
育
て
支
援
事
業

と
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
」を
テ
ー

マ
に
宮
古
市
を
訪
ね
ま
し
た
。

電
化
、
ド
ラ
イ
方
式
を
採
用
し

た
、
ク
リ
ー
ン
で
安
全
性
が
高

い
施
設
で
す
。
運
営
は
配
送
業

務
を
村
の
第
三
セ
ク
タ
ー
に
委

託
し
、
他
の
業
務
は
直
営
で
実

施
し
て
い
ま
す
。
給
食
費
は
一

食
当
り
小
学
生
が
二
百
五
十
円
、

中
学
生
が
二
百
八
十
円
で
す
。

●
川
井
村

ク
リ
ー
ン
で
安
全
な
施
設

川
井
村
（
人
口
三
千
七
百
人
）

で
は
、
給
食
セ
ン
タ
ー
（
平
成

十
四
年
建
替
）
で
小
中
学
校
八

校
分
の
給
食
を
実
施
、
オ
ー
ル

宮
古
市
（
人
口
五
万
三
千
人
）

は
、
平
成
十
五
年
度
に
子
育
て

プ
ラ
ン
策
定
モ
デ
ル
地
区
に
指

●
宮
古
市

全
学
区
で
の
開
設
を
計
画

青森市の自主防災組織の形成と育成
について説明を受ける総務常任委員

宮古市の学童保育について
調査する教育民生常任委員

教育民生

学
校
給
食
と
子
育
て
支
援
策
を
調
査

総　　務

自
主
防
災
組
織
の
取
り
組
み
を
調
査

委員会リポート

先進地視察でまちづくり学ぶ
１６年度の所管事務調査が終了
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定
さ
れ
行
動
計
画
を
策
定
、
事

業
実
施
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

学
童
の
家
（
放
課
後
児
童
ク
ラ

ブ
）
は
、
平
成
十
五
年
度
ま
で

は
四
カ
所
で
し
た
が
、
十
八
年

度
ま
で
に
全
学
区
に
開
設
さ
れ

る
計
画
で
、
現
在
シ
ル
バ
ー
人

材
セ
ン
タ
ー
と
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
を

指
定
管
理
者
と
し
て
管
理
運
営

さ
れ
て
い
ま
す
。
利
用
料
は
一

人
に
つ
き
一
年
生
が
六
千
円
、

そ
の
他
の
学
年
は
四
千
円
で
す
。

産
業
建
設
常
任
委
員
会

（
佐
々
木
良
一
郎
委
員
長
・
委

員
六
人
）
の
町
外
調
査
は
十
一

月
一
日
と
二
日
に
行
わ
れ
「
漁

業
経
営
の
安
定
と
活
性
化
策
に

つ
い
て
」
を
テ
ー
マ
に
青
森
県

後
潟
漁
業
協
同
組
合
を
訪
ね
ま

し
た
。

●
青
森
市
後
潟
漁
業
協
同
組
合

漁
業
経
営
安
定
化
の
取
り
組
み

後
潟
漁
業
協
同
組
合
（
組
合

員
五
十
八
人
）
で
は
、
漁
業
経

営
の
安
定
と
活
性
化
を
目
指
し

て
さ
ま
ざ
ま
な
活
動
に
取
り
組

ん
で
い
ま
し
た
。
毎
年
夏
に
開

催
さ
れ
る
「
う
し
ろ
が
た
漁
港

ま
つ
り
」
で
は
、
漁
船
に
よ
る

海
上
パ
レ
ー
ド
や
海
産
物
販

売
、
特
産
品
の
ホ
タ
テ
の
無
料

サ
ー
ビ
ス
な
ど
を
組
合
員
主
体

で
行
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
体

験
型
漁
業
と
し
て
、
地
引
網
体

験
や
体
験
乗
船
、
か
ご
漁
業
体

験
な
ど
も
実
施
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
取
り
組
み
は
、
薄
れ

つ
つ
あ
る
地
域
住
民
と
の
ふ
れ

あ
い
や
、
漁
業
に
対
す
る
理
解

と
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
を
図
り
、

祭
り
を
通
じ
て
「
安
全
」「
安

心
」「
新
鮮
」
な
地
元
水
産
物

の
Ｐ
Ｒ
と
消
費
拡
大
に
よ
る
地

域
活
性
化
へ
の
貢
献
を
目
指
し

て
い
る
と
の
こ
と
で
し
た
。

本
町
で
も
観
光
資
源
や
特
産

品
が
数
多
く
あ
り
ま
す
。
こ
れ

ら
の
資
源
を
活
用
し
、
低
迷
し

て
い
る
町
の
活
性
化
に
つ
な
げ

て
い
く
か
検
討
す
る
必
要
が
あ

る
と
感
じ
ま
し
た
。

各常任委員会では、平成16年度に行った所
管事務調査の結果を基にそれぞれ町政への要望
事項をまとめ12月10日、町長へ提出しました。
主なものを抜粋して紹介します。

■総務常任委員会

①保育園などの民営化については、地域住民と
の充分な話し合いのもとに、行政改革に沿う
方向で検討されたい。
②機構改革の成果と課題について、早期にこれ
までの集約を図り、次年度からの行政運営に
生かすよう努められたい。
③防災意識の高揚を図るためには、「自らの命
は自ら守る」「自分たちの地域は自分たちで
守る」といった、町民個々の自覚と地域の連
帯感の醸成が最も大事であり、有効的と考え
るので、今後においても自主防災組織の結
成・育成に積極的に努められたい。

■教育民生常任委員会

①介護保険の現状と課題については、保険料を
滞納したことで介護保険を利用できなくな
り、悲惨な事故につながらないよう、福祉憲
章条例の精神にたって対処してもらいたい。
同時に滞納者を出さない努力をすること。
②保育園や児童館、幼稚園の廃止並びに民営化
については、充分な議論を尽くし、地域に対
する説明と理解のうえで実施すること。
③放課後児童クラブは、空教室を有効利用し、
他の学区でも開設すること。
④環境、廃棄物処理、リサイクルについては、
大沢川下流の大腸菌数が多い原因がつかめて
いないので、今後も定期検査を継続し経過を
観察すること。

■産業建設常任委員会

①柳沢・北浜地区土地区画整理事業にあたって
は、分離発注を行うなど地元業者を活用する
ための検討をしてほしい。
②住民に直結するサービスとして、町道・排水
施設などの維持補修費の予算を増額し住民生
活の向上に努めてほしい。
③水道事業の改良整備については、漏水の早期
発見に努め、早急に対応できる対策を講じて
ほしい。また、未給水地区の解消に努められ
たい。
④山田町の危機的な産業状況を改善するため、
地域産業の活性化に向けた取り組みを最重要
課題として取り組んでほしい。

後潟漁業協同組合の漁業経営
活性化に向けた取り組みの説
明を受ける産業建設常任委員

産業建設

地
域
産
業
の
活
性
化
策
探
る


